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みなさんこんにちは。消費税廃止各界連絡会です。
●総選挙が終わり、安倍首相は「消費税10％の17年４月まで先送りする」は国民の信を得た、として「アベノミクス」の経済路線をさらに進めると言っています。マスコミは「自民党大勝利」と持ち上げていますが、とんでもありません。実際は議席も減っていますし、80万票もの支持を失っています。選挙後に行われた17日の東京新聞の世論調査では、17年4月からの10％引上げに57・5％の人が「反対」だと答えています。また「アベノミクス」で景気が良くなるかとの質問には62・8％の人が「思わない」と答えています。国民は消費税増税を認めていませんし、経済政策を白紙委任したわけではありません。
●「企業が儲かれば、そのしずくで従業員や下請け、地域経済が潤う」というアベノミクスのトリクルダウンはまやかしで、私たちのくらしはちっともよくなっていません。｢社会保障｣のためといいながら、年金削減や社会保険料引き上げなど負担増でくらしが壊されています。地域経済を支える中小企業の倒産・廃業もあとをたちません。｢財政再建｣のためといいながら、大型公共事業や軍事費、政党助成金などの無駄づかいが横行しています。

●政府は、巨額の税金を投入し、「増税は社会保障充実のため」と躍起になって宣伝しました。消費税増税５兆円のうち、社会保障の充実に使われるのはたった１割。0・5兆円だけです。また「財政再建のために必要」とも言いますが、実は法人税減税の穴埋めに充てられているのをご存知でしょうか。25年間の消費税収は累計282兆円。一方同時期の法人税は度重なる減税で２５５兆円です。消費税増税は、大企業の肥え太りを助けているだけです。大企業は円安・株高で史上空前の儲けを内部留保に回しています。その上経済界の求めに応じ、安倍首相は法人税の再引下げに言及しています。とんでもありません。

●財務省や自民党は、｢税率を上げなければ『増税の国際公約』に反し、日本の信用が下がる｣と「リスク論」をふりまいています。実は、諸外国は「増税による景気低迷はさけるべき」と日本に警告しています。そもそもアメリカは「輸出企業の消費税還付金はリベートにあたる」として、日本の消費税に反対しています。米国に消費税がないのは「不公平だから」というのが理由です。

●日本国憲法は、能力に応じて税金を支払い、国民のくらし、福祉優先に使うことを原則にしています。国民の暮らしのための予算が削られる一方、増えているのは軍事費だけです。安倍首相は、国民の不安に耳を貸さず、「海外で戦争する国づくり」に足を踏み出そうとしています。消費税増税はまさに戦費調達のため。戦争財源として消費税をさらに増税するなどもってのほかです。

●所得や資産の能力に応じた税制改革、国民の消費購買力を高め、地域の経済を活性化させ、内需主導に転換する経済政策をすすめれば、消費税を増税する必要はありません。そして国民の懐をあたためる施策が必要です。賃上げと人間らしく働けるルールをつくり、国民の所得を増やす経済改革で、消費と国内需要を活性化させましょう。大企業や大金持ちが得する税制をあらため、応分の負担をしてもらいましょう。こうすれば、消費税を増税しなくても社会保障の財源確保も確保でき、財政危機も打開できます。
●1989年の消費税導入時から「反対」してきた税の専門家・富岡幸雄さん（中央大学名誉教授）は日刊ゲンダイのインタビューで、「消費税は廃止にすべき。消費税を拡大させて、法人減税に回している日本は希望がない国。諸悪の根源は消費税だ」と話しています。
●みなさん、政府与党は、政権を維持し、消費税大増税も、戦争する国づくりも、憲法改悪もなんでもできると意気込んでいます。これからが正念場です。憲法をくらしにいかした政治をすすめさせるために、しっかり監視し、「消費税大増税はやめて」と大きな声をあげていきましょう。
